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【公開版】

１．⽂章中の下線部は、Ｒ０からＲ１への変更箇所を⽰す。
２．本資料（Ｒ１）は、令和４年３⽉ 18 ⽇に提⽰した「燃料加⼯建屋の仕様表記載項⽬について

Ｒ０」に対し、ヒアリングにおける指摘事項を踏まえ、記載内容を⾒直したものである。主な
修正内容を以下に⽰す。

〇本⽂ 2.2 に，基本設計⽅針を踏まえた仕様表記載項⽬の整理の考え⽅を追加。
〇添付の別紙において既認可仕様表の記載内容のうち今回仕様表に記載しないものについてその
考え⽅を追加。

〇添付の別紙において既認可仕様表の記載内容のうち今回仕様表に記載しない内容の移動先につ
いて，基本的に基本設計⽅針と添付書類と展開が繋がるように紐付を⾒直し。
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１．概要 

本資料は，ＭＯＸ燃料加工施設に対する第１回設工認申請のうち，仕様

表記載項目について補足説明を行うものである。 

ＭＯＸ燃料加工施設に対する第１回設工認申請のうち，仕様表記載項目

については，申請対象設備である燃料加工建屋の機能及び構造を踏まえて

「建屋」，「遮蔽設備」及び「火災区域構造物及び火災区画構造物」に分類し

て示す。 

本資料は，仕様表記載項目の整理方針並びに各分類の記載項目及び記載

方法について説明する。 

 

２．仕様表記載項目の整理方針 

２．１ 仕様表記載項目の基本的な整理の流れ 

 既認可仕様表のうち，「仕様表に記載するもの」と「基本設計方針，

主要設備リスト，添付書類及び添付図面（以下「基本設計方針等」

という。）で記載するもの」に分類する。分類に際して，基本設計

方針の要求種別の整理結果(機能要求②)を踏まえて仕様表記載項

目を整理するとともに，新規要求に対する記載項目を追加する。 

 上記において整理した仕様表記載項目に対して，発電炉の要目表

を参考に，記載項目と記載程度が同程度であるかどうかを確認し，

必要に応じて追加等の修正を行う。 

 

２．２ 基本設計方針を踏まえた仕様表記載項目の整理の考え方 

(１) 基本設計方針の種別分類 

 基本設計方針は，要求種別を基本方針（冒頭宣言，定義），設置要

求，機能要求（①又は②），評価要求，運用要求に分類する。 

 要求種別の分類の考え方は以下の通りである。 

 

要求種別 分類の考え方 

基本方針  定義は，基本設計方針で使用されている用語を説明

するもの。 

 冒頭宣言は，設計項目となるまとまりごとの概要を

示したものであり，冒頭宣言以降の基本設計方針で

具体的な設計項目が示されているもの。 

 本要求種別から検査への展開は行わない。 

設置要求  事業変更許可申請書，技術基準規則に基づいて，設

備，機器を設置することを約束し，その設置する設

備，機器に性能，機能を要求しないもの（元々設置

する機器が，所要機能を達成するためのものとして
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汎用的に設計され，設置することで適合説明するも

の）。 

例：出入管理設備，通信連絡設備等 

 検査では，設備，機器が設置（据付，外観，状態確

認）されていることを確認する。

機能要求①  設置する設備，機器に機能を要求するもので，機能

を達成することを系統構成及び設備構成によって説

明するもの。

 検査では，機能を達成するための系統構成及び設備

構成を確認する

機能要求②  設置する設備，機器の技術基準の要求事項を満足す

るために必要な具体的な仕様（数値）によって適合

説明するもの

例：個々の設備，機器が所要の機能，性能を発揮するう

えで当該数値を満足するよう詳細設計～設計の妥当

性確認まで実施するもの 

 検査では，具体的な数値に関する検査（材料，寸

法，耐圧，機能確認検査等）により必要な仕様が確

保されていることを確認する。

評価要求  設置する設備，機器が期待する機能を達成すること

を適合説明するために試験，評価，計算を必要とす

るもの。

 検査では，評価条件を満足していることを確認す

る。

運用要求  運用要求は保安規定等でその運用を担保するもの。

 検査では，手順化されていることを確認する。

(２) 基本設計方針を踏まえた仕様表記載項目の整理

 基本設計方針は，「共通 06: 本文（基本設計方針，仕様表等），添

付書類（計算書，説明書），添付図面で記載すべき事項」を踏まえ

て仕様表記載項目の整理を行う。

 基本設計方針に基づく具体的な設計の結果として，技術基準規則

への適合性の観点で申請対象設備が発揮すべき機能・性能を実現

するための要件となる数値等は，仕様表に記載する。

 基本設計方針のうち耐震設計，竜巻防護設計等の強度評価に係る

内容に対しては，添付書類において，基本方針及び基本方針に対す

る評価方法を示した上で，評価結果として計算書等で各部材の発

生応力等の計算結果を示し，許容応力等と比較することにより妥

当性を確認する。なお，評価条件となる個々の強度部材の寸法，材

料（基礎ボルトの材料，径，本数，ピッチ等）又は許容値(支持地

盤の極限支持力度等)は添付書類において示し，仕様表には構造が

わかる情報（主要寸法及び主要材料）を記載する。主要寸法及び主
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要材料の記載程度は発電炉の類似設備の要目表及び基本設計方針

に示される仕様を参考とする。 

 仕様表記載項目とならない基本設計方針についても，基本設計方

針検査として，基本設計方針のとおりであること，評価された条件

どおりのものが設置されていることを基盤検査，据付・外観検査，

状態確認検査等により確認する。 

 

３．第１回設工認申請の仕様表記載項目 

３．１ 建屋 

（１）申請対象設備 

a. 燃料加工建屋 

 

（２）記載項目 

a. 燃料加工建屋の既認可仕様表及び要求種別の整理結果(機能要求②)

を踏まえ，「名称」「主要構造」「主要寸法」「主要材料」を仕様表記

載項目とし，それ以外の「特記事項」等については基本設計方針等

に記載を行う。 

   上記について，建屋及び支持地盤は，基本設計方針の要求種別の

整理結果として機能要求②は抽出されないが，機能要求②を有する

設備を間接支持する機能として仕様表にその構造がわかる情報（「主

要寸法」「主要材料」）を記載する。 

また，既認可仕様表に記載の「壁厚等」は，仕様表記載事項であ

るが，建屋遮蔽の厚さを示すものであるため２．２に示す建屋遮蔽

の仕様表に記載することとする。 

b. なお，発電炉(BWR)の原子炉建屋原子炉棟及び原子炉建屋基礎スラブ

の要目表を参考に以下のとおり，記載項目と記載程度を合わせるこ

ととする。 

 「主要寸法」に「壁厚さ」として，外壁の壁厚さ(最小～最大)を追

加する。 

 「主要寸法」の「高さ」に地下階の高さを追加する。 

 「個数」を追加する。 

 基礎の構造を示す情報として，「種類」「主要寸法」「主要材料」「底

面の標高」を追加する。 

 その他記載項目の名称を一致させる。（「主要構造」→「種類」，「南

北方向，東西方向」→「たて×横」等）  
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（３）記載方法 

仕様のうち，新規制基準を受けて変更となったものについては，変更

後に記載する。 

 

上記を踏まえた燃料加工建屋の仕様表記載例を添付―１に示す。 

 

 

３．２ 遮蔽設備 

（１）申請対象設備 

a. 建屋遮蔽（燃料加工建屋） 

b. 遮蔽扉（燃料加工建屋） 

c. 遮蔽蓋（貯蔵容器一時保管設備）※ 

  

 ※ 遮蔽蓋の名称は，遮蔽蓋を複数の箇所に設置する計画であることから，

対象を明確にするため，（ ）内に遮蔽対象となる線源を有する設備名

称を記載する。なお，一部の遮蔽蓋は既設工認における未申請範囲で

あり，建物躯体と独立した設備であるため，今後，線源となる設備の

申請に合わせ，1 項新規として設工認を申請する予定である。 

 

（２）記載項目 

a. 燃料加工建屋（壁厚等），遮蔽扉及び遮蔽蓋の既認可仕様表及び要求

種別の整理結果(機能要求②) を踏まえ，「名称」「個数」「構造の種

類」「主要寸法」「材料」を仕様表の記載項目とし，それ以外につい

ては基本設方針等に記載を行う。 

b. なお，発電炉の生体遮蔽装置の要目表を参考に以下のとおり，記載

項目及び記載程度を合わせることとする。 

 遮蔽体を個別に区別せず，設置階ごとに同一仕様（「主要寸法」，「材

料」）のものをまとめて記載し，遮蔽体の配置については添付図面

において示す。 

 このため，（２） b.で既認可仕様表から記載項目として整理した

個々の遮蔽体の「個数」については記載項目とせず，添付図面で配

置を示すことで個数を読み取れるようにする。 

 また，「構造の種類」についても，「材料」と同様な情報であり，発

電炉の生体遮蔽装置においても記載項目としていないことから，

記載項目としない。 

 「主要寸法」は，設計確認値（遮蔽設計上考慮する厚さ）と公称値
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を記載する。 

 

（３）記載方法 

a. 仕様のうち，新規制基準を受けて変更となったものについては，変

更後に記載する。 

b. 今回，一部の遮蔽蓋及び遮蔽扉を取り止め，コンクリート壁に変更

している。設計変更により取り止める場合は，変更前に既認可の仕

様を記載し，変更後に「－」と記載した上で遮蔽蓋又は遮蔽扉を取

り止めによる変更であることを注釈に示す。なお，コンクリート壁

は，建屋遮蔽の仕様表にて展開する。 

 

上記を踏まえた建屋遮蔽（燃料加工建屋），遮蔽扉（燃料加工建屋）及び

遮蔽蓋（貯蔵容器一時保管設備）の仕様表記載例をそれぞれ添付―２，添

付―３及び添付―４に示す。 

 

３．３ 火災区域構造物及び火災区画構造物 

（１）申請対象設備 

a. 火災区域構造物及び火災区画構造物（燃料加工建屋） 

 

（２）記載項目 

a. 既認可仕様表がないため，既認可仕様表の整理は省略する。 

b. 要求種別の整理結果(機能要求②)を踏まえ，「主要寸法」「材料」を

記載する。「主要寸法」には壁厚さとして，３時間耐火に必要な壁厚

さを記載する。 

c. なお，発電炉の火災区域構造物及び火災区画構造物の要目表の記載

項目を参考に以下のとおり，記載程度を合わせることとする。 

 「主要寸法」は設計確認値と公称値を記載し，公称値は火災区域と

火災区画の壁厚さのうち最小のものを示す。 

 

（３）記載方法 

既認可において，火災区域構造物及び火災区画構造物の仕様表を申請

していなかったことから，仕様は全て変更後に記載する。 

 

上記を踏まえた火災区域構造物及び火災区画構造物（燃料加工建屋）の

仕様表記載例を添付―５に示す。 

以 上 

7



添付－１ 建屋の仕様表記載例（燃料加工建屋） 

既認可の仕様表 仕様表記載例 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

 
 

名 称 燃 料 加 工 建 屋 

設

計

条

件

 

耐震クラス B 

放射線防護 

(しゃへい) 

しゃへい設計の基準となる線量率を

満足するものとする。 

航空機に対する防護 

航空機の衝突に対し，安全確保上支

障がないように設計するものとす

る。 

支持地盤の許容支持力度 

長期：11.2MPa 

短期：14.6MPa 

設

計

仕

様 

主要構造 鉄筋コンクリート 

主要寸法 

南北方向：87.30m(外壁外面寸法) 

東西方向：88.30m(外壁外面寸法) 

階 数：地上2階，地下3階(一部

中2階) 

高 さ：地上21.30m 

壁 厚 等：第1.-3表に示す。 

主要材料 

鉄筋：JIS G 3112(鉄筋コンクリート

用棒鋼)に定めるSD345及び

SD390 

コンクリート：JASS5Nの規定による普

通コンクリート設計基準強度 

Fc=30N/mm2 

密度 2.15×103kg/m3以上 

添 付 図 

( 平 面 図 及 び 断 面 図 ) 

第1.1-1図～第1.1-9図に示す。 

特 記 事 項 

① 管理区域内の汚染のおそれのあ

る部屋の床及び人が触れるおそれ

のある壁の表面は，除染が容易で腐

食し難い材料で仕上げる設計とす

る。 

(汚染防止に係る措置の範囲を第

1.-2表に示す。) 

② 「建築基準法」の耐火建築物とす

る。 

③ 原料受払室，粉末調整第1室等の

部屋で構成する区域の境界の構築

物を安全上重要な施設とする。(安

全上重要な施設である構築物の範

囲を第1.-2表に示す。)  

④ 臨界安全上必要がある場合には，

中性子相互干渉を考慮する貯蔵施

設等の周囲に30.5cm以上のコンク

リートを配置し，核的に隔離する設

計とする。 

注 1 対応する加工事業許可番号(日付)：平成 17･04･20 原第 18 号(平成 22 年

5 月 13 日) 

注 2 本建屋が B クラスのしゃへい壁を有していることを示す。また，本建屋は

B クラスのしゃへい壁を有していることから，B クラスの施設に適用される地

震力に耐えるように設計する。なお，本建屋は，S クラスの設備・機器を設置

するため，基準地震動 Ss で間接支持構造物としての支持機能が維持されてい

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 変更前 変更後 

名称 －
燃料加工建屋＊1＊2＊ 

(再処理施設と共用)
変更なし 

種類＊4  鉄筋コンクリート造＊6 

主

要

寸

法

たて×横＊5 m 87.30＊3×88.30＊3 

高さ m 
地上 21.30＊3  

地下 23.47＊3 

地上 22.50＊3 

地下 変更なし 

壁

厚

さ

東壁 m 1.30～2.50＊3＊7 

変更なし 

西壁 m 1.30～2.50＊3＊7 

南壁 m 1.30～2.50＊3＊7 

北壁 m 1.30～2.50＊3＊7 

主要材料 － 鉄筋コンクリート＊8

個数 － 1 

基

礎

種類＊4 －
直接基礎（鉄筋コン

クリート造） 

主

要

寸

法

たて×

横 
m 87.30＊3×88.30＊3 

高さ m 2.7 

主要材料 － 鉄筋コンクリート 

底面の標高 － T.M.S.L.31.53m 

注記 ＊1：燃料加工建屋は，再処理施設と一部共用する。 

＊2：燃料加工建屋は，MOX 燃料加工施設にて設備登録を行っている。 

＊3：公称値を示す。 

＊4：記載の適正化。既設工認には「主要構造」と記載。 

＊5：記載の適正化。既設工認には「南北方向，東西方向」と記載。 

＊6：記載の適正化。既設工認には「鉄筋コンクリート」と記載。 

＊7：記載の適正化。記載内容は，設計図書による。 

＊8：記載の適正化。既設工認には「鉄筋：JIS G 3112(鉄筋コンクリ

ート用棒鋼)に定める SDN345 及び SD390 コンクリート：JASS5N

の規定による普通コンクリート設計基準強度 Fc=30N/mm2  密度

2.15×103kg/m3以上」と記載。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

技術基準
要求種別 主な仕様 

（詳細設計）―(間接支持機能) 

第五条 

第二十六

条 

地盤 

 Ｓクラスの施設及びそれらを支持する建物・構築物の

地盤の接地圧に対する支持力の許容限界については，自

重や通常時の荷重等と基準地震動Ｓｓによる地震力との

組み合わせにより算定される接地圧が，安全上適切と認

められる規格及び基準に基づく地盤の極限支持力度に対

して，妥当な余裕を有することを確認する。 

・主要寸法 

・主要材料 

 

 常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構

築物の地盤の接地圧に対する支持力の許容限界について

は，自重や通常時の荷重等と基準地震動Ｓｓによる地震

力との組み合わせにより算定される接地圧が，安全上適

切と認められる規格及び基準に基づく地盤の極限支持力

度に対して，妥当な余裕を有することを確認する。 

第六条 

第二十七

条 

地震 

間接支持構造物については，支持する主要設備等又は補

助設備の耐震重要度に適用する地震動による地震力に対

して支持機能が損なわれない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沸騰水型原子炉で

は，建屋気密性を被

ばく評価の条件に

用いているが，MOX

燃料加工施設の建

屋には気密性を設

定していないこと

から，仕様表項目と

しない。 

 

⑦基本設計方針，添付書類で展開 

次回以降に申請する単一ユニット又は複数ユニット(貯蔵設備)を設定する装置の仕様表に

おいて展開する。 

単一ユニット又は複数ユニットを設定する装置の仕様表記載例については，共通 06「本文

（基本設計方針、仕様表等）、添付書類（計算書、説明書）、添付図面で記載すべき事項」

の添付-7 の仕様表記載例 12a-2, 14-3, 15-1 に示している。 

⑩基本設計方針で展開 

⑨基本設計方針， 

添付書類で展開 

⑤基本設計方針で展開。 

①基本設計方針で展開

【補足】 

●建屋及び支持地盤は，基本設計方針の要求種別の整理結果とし

て機能要求②は抽出されないが，機能要求②を有する設備を間接

支持する機能として仕様表にその構造がわかる情報を記載する。

●建屋階高変更に伴い燃料加工建屋の高さが変更となるため，変

更後に変更した高さを記載する。 

●建屋増床に伴い燃料加工建屋の構造が変更となったが，外壁の

厚さ(最小～最大)については，変更前と変わらないため，変更前

に記載している。 

●既認可仕様表では遮蔽機能を有する壁厚を記載していたが生

体遮蔽装置を参考に，遮蔽設備の仕様表（建屋遮蔽）側に移動す

る。 

●別紙に既認可仕様表のうち今回他の箇所で展開する記載につ

いての補足内容を示す。 

添付－２ 遮蔽設備の仕様表記載例（建屋壁遮蔽）で展開。 

○○○以下 
[〇Pa の負圧における原⼦炉建屋原⼦ 

炉棟の空間容積に対する空気漏えい率] 
 ○○○×○○○ 

地上○○○，地下○○○ 
○○○〜○○○ 
○○○〜○○○ 
○○○〜○○○ 
○○○〜○○○ 

○○○×○○○ 
○○○ 

⑥基本設計方針，添付書類で展開 

⑧基本設計方針で展開 

：仕様表記載例に展開している記載項⽬ 
 
：既認可仕様表のうち仕様表記載例に展開していない項⽬ 
 
：既認可仕様表のうち他の仕様表記載例に展開している項⽬ 
 
：発電炉の要⽬表の項⽬のうち仕様表記載例に展開していない項⽬ 

②③基本設計方針で展開 

許可番号との紐付情報は参考情報であるため展開しない 

添付図面番号との紐付は参考

情報であるため展開しない 

④基本設計方針,添付書類で展開 
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添付－１ 建屋の仕様表記載例（燃料加工建屋） 
 

 

 

既認可の仕様表 仕様表記載例 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

 
 

第 1.-2 表 燃料加工建屋と貯蔵容器搬送用洞道の汚染防止に係る措置の範

囲，安全上重要な施設である構築物の範囲及びしゃへい設計の基準となる線

量率 

階

数

部屋 

番号 
部屋名称 

汚染防

止に 

係る措

置 

安全上重

要な施設

である構

築物 

しゃへ

い設計

の基準

となる

線量率 

(μ

Sv/h) 

地

下

3

階

101 原料受払室前室 ○ ○ ○ 

102 原料受払室 ○ ○ ○ 

103 貯蔵容器一時保管室 ○ － ○ 

104 貯蔵容器受入第2室 ○ － ○ 

105 北第1制御盤室 ○ － ○ 

106 北エレベータ ○ － ○ 

… … … … … … 

 

第 1.-3 表 燃料加工建屋の壁厚等の主要寸法及び材料 

添付図 主要寸法(m) 材料 

第1.1-1図 

<1> 0.60 普通コンクリート 

<2> 2.10 普通コンクリート 

<3> 1.10 普通コンクリート 

<4> 0.80 普通コンクリート 

<5> 0.80 普通コンクリート 

<6> 1.80 普通コンクリート 

<7> 0.70 普通コンクリート 

<8> 1.30 普通コンクリート 

… … … 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付－２ 遮蔽設備の仕様表記載例（建屋壁遮蔽）で展開 

⑦汚染の防止の範囲，⑨安全上重要な施設の範囲，⑪遮蔽

設計上の基準となる線量率は，基本設計方針，添付書類で展

開 
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添付―１別紙

記載箇所 記載内容 展開先書類 展開先の内容（添付書類への展開は方針を記載）

① 耐震クラス B
第六条,第二十七条

地震

⑩ 注釈

注2 本建屋がBクラスのしゃへい壁を
有していることを示す。また，本建屋
はBクラスのしゃへい壁を有している
ことから，Bクラスの施設に適用され
る地震力に耐えるように設計する。な
お，本建屋は，Sクラスの設備・機器
を設置するため，基準地震動Ssで間接
支持構造物としての支持機能が維持さ
れている。

第六条,第二十七条
地震

②
放射線防護
(しゃへい)

しゃへい設計の基準となる線量率を満
足するものとする。

第二十二条　遮蔽
遮蔽設計の基本方針であるため，基本設計方針で展
開する。

基本設計方針（第1章　共通項目
7.　遮蔽）

安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従事
者の被ばく線量が，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関す
る規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」に定められた線量
限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線量及び放射線業務従
事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成できる限り低くする
設計とする。

③ 航空機に対する防護
航空機の衝突に対し，安全確保上支障
がないように設計するものとする。

第八条　外部衝撃
航空機防護設計の基本方針であるため，基本設計方
針で展開する。

基本設計方針（第1章　共通項目
3.3.5　航空機落下）

三沢対地訓練区域で訓練飛行中の航空機が施設に墜落する可能性は極
めて小さいが，仮に訓練飛行中の航空機が施設に墜落することを想定
したときに，公衆に対して過度の放射線被ばくを及ぼすおそれのある
施設は，航空機に対して貫通が防止でき，かつ，航空機による衝撃荷
重に対して健全性を確保できる堅固な建物・構築物で適切に保護する
設計とする。

基本設計方針（第1章　共通項目
2. 地盤）

・Ｓクラスの施設及びそれらを支持する建物・構築物の地盤の接地圧
に対する支持力の許容限界については，自重や通常時の荷重等と基準
地震動Ｓｓによる地震力との組み合わせにより算定される接地圧が，
安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の極限支持力度に
対して，妥当な余裕を有することを確認する。
・常設耐震重要重大事故等対処設備を支持する建物・構築物の地盤の
接地圧に対する支持力の許容限界については，自重や通常時の荷重等
と基準地震動Ｓｓによる地震力との組み合わせにより算定される接地
圧が，安全上適切と認められる規格及び基準に基づく地盤の極限支持
力度に対して，妥当な余裕を有することを確認する。

Ⅲ-1-1 耐震設計の基本方針

・「2. 耐震設計の基本方針　2.1 基本方針　(1)安全機能を有する施
設，(2)重大事故等対処施設」において接地圧に対する十分な支持性
能を有する地盤に設置する方針であることを展開する。

・「5. 機能維持の基本方針　5.1.5 許容限界　(3) 基礎地盤の支持
性能」において支持地盤の許容限界の考え方を記載する。

Ⅲ-1-1-2 地盤の支持性能に係る基
本方針

「4.地盤の支持力度 4.1 直接基礎の支持力度」において，支持力度
の算出の考え方を記載する。

Ⅲ-2-1-1-1-1-2 燃料加工建屋の耐
震計算書

「5.1.2 接地圧の評価結果　第5.1.2 1表　Ｓｓ地震時の最大接地圧
と地盤の極限支持力度の比較結果」において接地圧と極限支持力度の
比較結果を記載する。

既認可仕様表のうち他の箇所で展開する記載に係る補足

No
設工認申請書

関連条文

④
支持地盤の許容支持力

度
 長期：11.2MPa
 短期：14.6MPa

第五条,第二十六条
地盤

第六条,第二十七条
地震

他の箇所で記載すること
に対する考え方

・支持地盤の基本設計方針に対しては，申請対象の
建屋を許可を受けた支持地盤に設置すること，計算
書においてその妥当性を確認することで適合性を説
明する。なお，建屋の設置位置は仕様表の基礎の底
面の標高で示している。
・支持地盤の許容支持力度は，地震による建屋の接
地圧に対して支持地盤が支持されることの妥当性を
確認するための評価条件であるため，基本設計方針
で建屋と支持地盤に対する設計方針を，計算書等の
添付書類において具体の評価方法・評価条件として
展開する。(なお，支持力度は基本設計方針検査に
おいて確認する。)

第3.1.1-1 表 クラス別施設
・表中において，燃料加工建屋のうちＳクラスのグローブボックス等
を設置する区域の壁及び床をＳクラスとすること，間接支持構造物と
して燃料加工建屋の検討用地震動をＳｓとすることを示している。
・注記において「＊5：燃料加工建屋及び貯蔵容器搬送用洞道の主要
なコンクリート遮蔽は，Ｂクラスとする。また，燃料加工建屋は，弾
性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地
震力に対しておおむね弾性範囲に留まるとともに，基準地震動による
地震力に対して構造物全体として変形能力について十分な余裕を有す
るように設計する。」と展開。

既認可仕様表の記載項目

基本設計方針（第1章　共通項目
3. 自然現象等 3.1 地震による損
傷の防止)

耐震クラスは耐震設計の前提条件であり，建屋の性
能に係る仕様ではないため基本設計方針において展
開する。
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記載箇所 記載内容 展開先書類 展開先の内容（添付書類への展開は方針を記載）
No

設工認申請書
関連条文

他の箇所で記載すること
に対する考え方

既認可仕様表の記載項目

⑤ 主要寸法
階数：地上2階，地下3階
(一部中2階)

―
建屋の階数は，建屋の性能に係る仕様ではないた
め，基本設計方針で展開する。

基本設計方針（第2章　個別項目
1． 成形施設）

燃料加工建屋の主要構造は，地上2階，地下3階の耐火建築物とする設
計とする。

(b)　動的解析法
イ.　建物・構築物
建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれら
の形状，構造特性，振動特性，減衰特性を十分考慮して評価し，集中
質点系に置換した解析モデルを設定する。

(a)　安全機能を有する施設
イ.　建物・構築物
(イ)　Ｓクラスの建物・構築物
ⅱ.　弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せ
に対する許容限界
Ｓクラスの建物・構築物については，地震力に対しておおむね弾性状
態に留まるように，発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適
切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。

Ⅲ-2-1-1-1-1-1 燃料加工建屋の地
震応答計算書

「3.2 地震応答解析モデル 第3.2-1 表 使用材料の物性値」にて展
開。

Ⅲ-2-1-1-1-1-2 燃料加工建屋の耐
震計算書

「4.3　許容限界　第4.3 5表　重要区域の壁及び床に関するコンク
リートの短期許容応力度」にて展開。

管理区域内の汚染のおそれのある部屋
の床及び人が触れるおそれのある壁の
表面は，除染が容易で腐食し難い材料
で仕上げる設計とする。汚染防止に係
る措置の範囲を第1.-2表に示す。

第二十一条　汚染
の防止

基本設計方針（第1章　共通項目
4. 閉じ込めの機能）

核燃料物質等により管理区域内の汚染のおそれのある部屋の床及び人
が触れるおそれのある壁の表面は，除染が容易で，腐食しにくい材料
で仕上げる設計とする。

汚染防止に係る措置
第二十一条　汚染

の防止
Ⅴ-1-1-2-1　加工施設の閉じ込め
に関する説明書

「第3.11-1表　燃料加工建屋と貯蔵容器搬送用洞道の汚染防止に係る
措置」において展開する。

⑧ 特記事項
②「建築基準法」の耐火建築物とす
る。

―
建屋の性能に係る仕様ではないため，基本設計方針
で展開する。

基本設計方針（第2章　個別項目
1． 成形施設）

燃料加工建屋の主要構造は，地上2階，地下3階の耐火建築物とする設
計とする。

特記事項

③原料受払室，粉末調整第1室等の部
屋で構成する区域の境界の構築物を安
全上重要な施設とする。(安全上重要
な施設である構築物の範囲を第1.-2表
に示す。)

第十四条　安全機
能を有する施設

基本設計方針（第1章　共通項目
8.1 安全機能を有する施設)

また，安全機能を有する施設のうち，その機能喪失により，公衆又は
従事者に放射線障害を及ぼすおそれがあるもの及び設計基準事故時に
公衆又は従事者に及ぼすおそれがある放射線障害を防止するため，放
射性物質又は放射線がMOX燃料加工施設を設置する敷地外へ放出され
ることを抑制し又は防止する構築物，系統及び機器から構成される施
設を，安全上重要な施設とする。

第1.-2表 安全上重要な施設である構築物
第十四条　安全機
能を有する施設

Ⅴ-1-1-4 別紙1　安全上重要な施
設に関する説明書

「第2-1表 安全上重要な施設」において展開する。

基本設計方針（第1章　共通項目
7.　遮蔽）

MOX燃料加工施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立
入頻度及び立入時間を考慮し，遮蔽設計の基準となる線量率を設定す
るとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの遮蔽設計の基準と
なる線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

Ⅱ-2-1 燃料加工建屋及び貯蔵容器
搬送用洞道の放射線遮蔽に関する
計算書

「第1.-1 図(1) 地下3階遮蔽設計の基準となる線量率及び遮蔽計算代
表点等」～「第1.-1 図(7) 塔屋階遮蔽設計の基準となる線量率及び
遮蔽計算代表点等」において部屋毎の基準となる線量率を示す。

⑥ 主要材料
コンクリート設計基準強度

Fc=30N/mm2
第六条,第二十七条

地震

・仕様表は構造情報（主要材料）を記載し，部材の
強度については，耐震の強度評価を行うにあたって
の使用材料の物性値及び許容応力度を設定するため
の評価条件であるため，基本設計方針で設計方針を
示し，具体の評価条件として添付書類で展開する。

⑪ 第1.-2表 しゃへい設計の基準となる線量率

⑨

⑦
汚染防止に係る設計の基本方針と対象範囲を示す情
報でり，建屋の性能に係る仕様ではないため，基本
設計方針及び添付書類で展開する。

建屋の安全上重要な施設の設定に関する基本方針及
び対象範囲を示す内容であるため，基本設計方針及
び添付書類で展開する。

特記事項

遮蔽評価の評価条件であるため，基本設計方針で方
針を記載し，添付書類で具体を展開する。

基本設計方針（第1章　共通項目
3. 自然現象等 3.1 地震による損
傷の防止)

第二十二条　遮蔽
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添付－２ 遮蔽設備の仕様表記載例（建屋遮蔽） 

既認可の仕様表 仕様表案 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

技術基

準 

要求種別 主な仕様 

（詳細設計） 機能要求② 

第二十

二条 

遮蔽 

安全機能を有する施設は，放射線業務従事者の放射線

障害を防止するために必要な遮蔽設備を適切に設置す

ること，主要な線源となる貯蔵設備を地下階に設置す

ること及び MOX 燃料加工施設から周辺監視区域境界ま

での距離を確保することとあいまって，通常時におい

て MOX 燃料加工施設からの直接線及びスカイシャイン

線による周辺監視区域外の線量を合理的に達成できる

限り低減し，周辺監視区域外における線量限度に比べ

十分に下回るような遮蔽設計とする。 

・材料

・主要寸法

MOX 燃料加工施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業

務従事者の立入頻度及び立入時間を考慮し，遮蔽設計

の基準となる線量率を設定するとともに，管理区域を

適切に区分し，区分ごとの遮蔽設計の基準となる線量

率を満足するよう遮蔽設備を設計する。 

冷却方法は放射

線による温度上

昇がわずかであ

るため記載項目

としない。 
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添付－１ 建屋の仕様表記載例（燃料加工建屋）から展開。 

【補⾜】 
●遮蔽蓋及び遮蔽扉を取り⽌めてコンクリート壁（建屋遮蔽）

に設計変更した仕様は，既認可において当該設置階で同じ仕
様の遮蔽壁があれば変更前に，なければ変更後に記載する。 

●主要⼨法は，遮蔽設計上期待する遮蔽体厚さ(設計確認値)を
記載する。（ ）内は公称値を記載する。 

●遮蔽設計において⼀部の床については，場所によって厚さが
異なるが，遮蔽設計は最⼩の公称値をもとに設計確認値を設
定して実施している。このため，主要⼨法の公称値は最⼩の
公称値を記載する。 

●具体的な建屋遮蔽の配置と厚さについては，添付書類「Ⅴ-2-
2 平⾯図及び断⾯図」に⽰す。 

●既認可では複数の階に跨って⽴っている遮蔽壁は，1 箇所代
表で記載していたが，今回各設置階それぞれで壁厚さを記載
するようにした。 

：仕様表記載例に展開している記載項⽬ 

：既認可仕様表のうち仕様表記載例に展開していない項⽬ 

：他の仕様表記載例から展開してきた項⽬ 

：発電炉の要⽬表の項⽬のうち仕様表記載例に展開していない項⽬ 

【補⾜】 
既認可の仕様表の添付図は，燃料加⼯建屋の平⾯図⼜は断⾯

図を⽰している。 
第 1.1-1 図 燃料加⼯建屋地下 3 階平⾯図 
第 1.1-2 図 燃料加⼯建屋地下 3 階中 2 階平⾯図 
第 1.1-3 図 燃料加⼯建屋地下 2 階平⾯図 
第 1.1-4 図 燃料加⼯建屋地下 1 階平⾯図 
第 1.1-5 図 燃料加⼯建屋地上 1 階平⾯図 
第 1.1-6 図 燃料加⼯建屋地上 2 階平⾯図 
第 1.1-7 図 燃料加⼯建屋塔屋階平⾯図 
第 1.1-8 図 燃料加⼯建屋 A-A 断⾯図 
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添付－２ 遮蔽設備の仕様表記載例（建屋遮蔽） 
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添付－２ 遮蔽設備の仕様表記載例（建屋遮蔽） 
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添付－２ 遮蔽設備の仕様表記載例（建屋遮蔽） 
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添付－３ 遮蔽設備の仕様表記載例（遮蔽扉） 

既認可の仕様表 仕様表記載例 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 
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②基本設計方針，添付図面(平面図)で展開 

④基本設計方針，添付書類，添付図面(構造図，平面図)

で展開。 

【補足】 
●今回の遮蔽扉の申請概要を以下に記す。 

(地下 3階) 
<D1><D6><D9>：設計変更なし。記載の適正化を実施。 
<D7><D8><D11>：設計変更により遮蔽材をコンクリートに変更。 

<D2>：設計変更により取り止め，コンクリート壁とした。(コンクリート壁
は建屋遮蔽として申請。) 
 

(地下 2階)(地下１階)(地上１階) 
<D3><D4><D5><D12><D13><D14><D15>：設計変更なし。記載の適正化を実施。

 

※<D9><D10>については，ペレット一時保管設備（焼結ボート受渡装置）に設
置する遮蔽扉のため当該機器の申請に合わせて次回以降申請する。 

※平面図で上記の扉番号を用いて遮蔽扉の配置を示し，構造図において扉番

号に対応する構造を示す。 
 

●設計変更により取り止める場合は，変更前に既認可の仕様を記載し，変更

後に「－」と取り止めによる変更であることを注釈で示す。 

 

●別紙に既認可仕様表のうち今回他の箇所で展開する記載についての補足
内容を示す。 

【補足】 

既認可の遮蔽扉の仕様表は，代表の仕様表とそれ以外の一覧表

（本文構造図の別紙）の２種類で示していた。 

①基本設計方針で展開 

：仕様表記載例に展開している記載項目 

 

：既認可仕様表のうち仕様表記載例に展開していない項目 

 

：発電炉の要目表の項目のうち仕様表記載例に展開していない項目 

③構造図で展開 

許可番号・添付図面番号との紐付情報は参考情報であるため展開しない 

次
頁
で
展
開
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添付－３ 遮蔽設備の仕様表記載例（遮蔽扉） 
 

 

既認可の仕様表 仕様表記載例 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 
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④基本設計方針，添付書類，添付図面(構造図)で展開。 

⑤基本設計方針，添付書類，添付図面(構造図)で展開 

※注釈に記載する各機器に設ける補助遮蔽は，当該機

器の申請に合わせて次回以降申請する。

前
頁
で
展
開

前
頁
で
展
開
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添付―３　別紙

展開先書類 展開先の内容（添付書類への展開は方針を記載）

①
放射線防護
(しゃへい)

しゃへい設計の基準となる線量率を
満足するものとする。

第二十二条　遮蔽
遮蔽設計の基本方針であるため，基本設計方針で
展開する。

基本設計方針
(第1章　共通項目　7．　遮蔽)

安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従
事者の被ばく線量が，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に
関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」に定められ
た線量限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線量及び放射
線業務従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成できる限
り低くする設計とする。

MOX燃料加工施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立
入頻度及び立入時間を考慮し，区分ごとに遮蔽設計の基準となる線
量率を設定するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの遮
蔽設計の基準となる線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

建屋遮蔽に開口部又は貫通部がある場合ものに対しては，遮蔽設計
の基準となる線量率を満足するよう，必要に応じ，次の放射線漏え
い防止措置を講ずる設計とする。
ａ．建屋遮蔽を貫通する搬送路，ダクト，配管については，開口部
及び貫通部が線源を直接見通さないような場所への設置
ｂ．建屋遮蔽の開口部及び貫通部には，遮蔽扉，遮蔽蓋又は補助遮
蔽を設置する措置

Ⅴ-2-2 平面図及び断面図
建屋平面図において，遮蔽扉の配置を示すことで設置する個数がわ
かるようにする。

基本設計方針
(第1章　共通項目 5.　火災等に
よる損傷の防止)

7.1.1.1　火災区域構造物及び火災区画構造物
火災区域は，3時間以上の耐火能力を有する耐火壁として，3時間耐
火に設計上必要な150mm以上の壁厚を有するコンクリート壁や火災耐
久試験により3時間以上の耐火能力を有する耐火壁(耐火隔壁，耐火
シール，防火扉，延焼防止ダンパ等)，天井及び床により隣接する他
の火災区域と分離する。

Ⅴ-1-1-6　加工施設の火災防護に
関する説明書

本添付書類において防火扉について3時間以上の耐火能力を有するこ
とについて展開する。

Ⅴ-2-5 構造図 構造図において鋼材により被覆することを記載する。

MOX燃料加工施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立
入頻度及び立入時間を考慮し，遮蔽設計の基準となる線量率を設定
するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの遮蔽設計の基
準となる線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

建屋遮蔽に開口部又は貫通部があるものに対しては，遮蔽設計の基
準となる線量率を満足するよう，必要に応じ，次の放射線漏えい防
止措置を講ずる設計とする。
ａ．建屋遮蔽を貫通する搬送路，ダクト，配管については，開口部
及び貫通部が線源を直接見通さないような場所に設置する措置
ｂ．建屋遮蔽の開口部及び貫通部には，遮蔽扉，遮蔽蓋又は補助遮
蔽を設置する措置

Ⅱ-2-1　燃料加工建屋及び貯蔵容
器搬送用洞道の放射線遮蔽に関す
る計算書

「第3.-3表　遮蔽扉の線量率計算結果」において線源室(代表計算の
遮蔽扉)について記載する。

Ⅴ-2-2 平面図及び断面図 建屋平面図において，遮蔽扉の配置と部屋番号・部屋名称を示す。

Ⅴ-2-5 構造図
既認可の別紙一覧表と同様な形式の表を構造図の別紙として添付す
る。

③ 特記事項 ポリエチレンは鋼材により被覆する -

既認可では，遮蔽扉が火災により損傷することを
防止するために記載していた。新規制基準におい
て，火災防護の要求が明確化され，火災区域境界
に設置する防火扉に該当する遮蔽扉の設計は，火
災防護設備の基本設計方針及び添付書類で明確と
する。また，火災区域境界に設置しない遮蔽扉は
火災防護上の要求はないことから構造図において
展開する。

　遮蔽評価上の線源の位置情報である。基本設計
方針で設計方針を示し，具体の線源の位置につい
ては添付書類で展開する。

他の箇所で記載すること
に対する考え方

既認可仕様表のうち他の箇所で展開する記載に係る補足

No
設工認申請書

既認可仕様表の記載項目 関連条文

④ 第1.-5表
隣接部屋番号
　線源室　　110 (粉末一時保管室)
　線源室外　113 (粉末調整第３室)

第二十二条　遮蔽

基本設計方針
(第1章　共通項目　7．　遮蔽)

基本設計方針
(第1章　共通項目　7．　遮蔽)

② 個数 1 -

遮蔽設備の仕様表については，遮蔽体を個別に区
別せず，設置階ごとに同一仕様（「主要寸法」，
「材料」）のものをまとめて記載するため，個数
については建屋平面図上で展開する。
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展開先書類 展開先の内容（添付書類への展開は方針を記載）

他の箇所で記載すること
に対する考え方

No
設工認申請書

既認可仕様表の記載項目 関連条文

MOX燃料加工施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立
入頻度及び立入時間を考慮し，遮蔽設計の基準となる線量率を設定
するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの遮蔽設計の基
準となる線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

建屋遮蔽に開口部又は貫通部があるものに対しては，遮蔽設計の基
準となる線量率を満足するよう，必要に応じ，次の放射線漏えい防
止措置を講ずる設計とする。
ａ．建屋遮蔽を貫通する搬送路，ダクト，配管については，開口部
及び貫通部が線源を直接見通さないような場所に設置する措置
ｂ．建屋遮蔽の開口部及び貫通部には，遮蔽扉，遮蔽蓋又は補助遮
蔽を設置する措置

別紙　注釈

　遮蔽評価の建屋以外に考慮する機器側の補助遮
蔽の情報であり，基本設計方針で設計方針を示
し，具体の評価条件は添付書類で示す。なお，機
器側の補助遮蔽については，次回以降，機器を申
請する際に合わせて申請する。

第二十二条　遮蔽

基本設計方針
(第1章　共通項目　7．　遮蔽)

Ⅴ-2-5　構造図

・ 「第3.-3表　遮蔽扉の線量率計算結果」において補助遮蔽の情報
(代表計算の遮蔽扉)を記載する。
・ 「2.5　遮蔽体」において遮蔽体の材料規格を記載する。

なお，補助遮蔽は設置する機器の申請に合わせて次回以降申請す
る。

既認可の別紙一覧表と同様な形式の表（注釈を含む）を構造図の別
紙として添付する。

注1 しゃへい評価に線源周りの補助
しゃへい(ステンレス鋼6mm以上，ポ
リエチレン55mm以上，ステンレス鋼
6mm以上)を考慮する。補助しゃへい
の仕様については，均一化混合装置
の申請時に記載する。

注2 貯蔵施設のペレット一時保管設
備に属するしゃへい扉である。しゃ
へい評価に線源周りの補助しゃへい
(ポリエチレン20mm以上，ステンレス
鋼4mm以上)又は(ポリエチレン6mm以
上，ステンレス鋼4mm以上)を考慮す
る。補助しゃへいの仕様について
は，ペレット一時保管設備の申請時
に記載する。

注3 しゃへい評価に線源周りの補助
しゃへい(ステンレス鋼4mm以上，ポ
リエチレン120mm以上，ステンレス鋼
14mm以上)を考慮する。補助しゃへい
の仕様については，マガジン編成装
置の申請時に記載する。

注4 しゃへい評価に線源周りの補助
しゃへい(ステンレス鋼4mm以上，ポ
リエチレン120mm以上，ステンレス鋼
14mm以上)又は(ステンレス鋼2mm以
上，ポリエチレン50mm以上，鉛10mm
以上)を考慮する。補助しゃへいの仕
様については，燃料集合体組立設備
の申請時に記載する。

注5 JIS G 4304 熱間圧延ステンレス
鋼板及び鋼帯又はJIS G 4305 冷間圧
延ステンレス鋼板及び鋼帯に定める
SUS304

Ⅱ-2-1　燃料加工建屋及び貯蔵容
器搬送用洞道の放射線遮蔽に関す
る計算書

⑤
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添付－４ 遮蔽設備の仕様表記載例（遮蔽蓋） 

 

既認可の仕様表 仕様表記載例 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 
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②基本設計方針，添付図面(平面図)で展開 

【補足】 

●今回の遮蔽蓋の申請概要は以下の通りである。 

<H1>：設計変更なし。記載の適正化を実施。 

<H2>～<H8>：設計変更により，遮蔽蓋を取り止めコンクリート壁に変更。（コンクリー

ト壁は建屋遮蔽として申請） 

 

※平面図において蓋番号により遮蔽蓋の配置を示し，構造図においてその構造を示す。 

 

●別紙に既認可仕様表のうち今回他の箇所で展開する記載についての補足内容を示す。 

【補足】 

既認可の遮蔽蓋の仕様表は，代表の仕様表とそれ以外の一覧表(本文構造図の別紙)の２種類で示していた。 

取り止めを申請 

：仕様表記載例に展開している記載項目 

 

：既認可仕様表のうち仕様表記載例に展開していない項目 

 

：発電炉の要目表の項目のうち仕様表記載例に展開していない項目 

④添付図面（構造図）で展開 

③基本設計方針，添付書類，添付図面(平面図，構造図)で展開

許可番号・添付図面番号との紐付情報は参考情報であるため展開しない 
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添付―４　別紙

展開先書類 展開先の内容（添付書類への展開は方針を記載）

①
放射線防護
(しゃへい)

しゃへい設計の基準となる線量率を
満足するものとする。

第二十二条　遮蔽
遮蔽設計の基本方針であるため，基本設計方針で
展開する。

基本設計方針
(第1章　共通項目　7．　遮蔽)

安全機能を有する施設は，周辺監視区域外の線量及び放射線業務従
事者の被ばく線量が，「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に
関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」に定められ
た線量限度を超えないことはもとより，公衆の被ばく線量及び放射
線業務従事者が立ち入る場所における線量を合理的に達成できる限
り低くする設計とする。

MOX燃料加工施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立
入頻度及び立入時間を考慮し，遮蔽設計の基準となる線量率を設定
するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの遮蔽設計の基
準となる線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

建屋遮蔽に開口部又は貫通部があるものに対しては，遮蔽設計の基
準となる線量率を満足するよう，必要に応じ，次の放射線漏えい防
止措置を講ずる設計とする。
ａ．建屋遮蔽を貫通する搬送路，ダクト，配管については，開口部
及び貫通部が線源を直接見通さないような場所に設置する措置
ｂ．建屋遮蔽の開口部及び貫通部には，遮蔽扉，遮蔽蓋又は補助遮
蔽を設置する措置

Ⅴ-2-2 平面図及び断面図
建屋平面図において，遮蔽蓋の配置を示すことで設置する個数がわ
かるようにする。

MOX燃料加工施設内の遮蔽設計に当たっては，放射線業務従事者の立
入頻度及び立入時間を考慮し，遮蔽設計の基準となる線量率を設定
するとともに，管理区域を適切に区分し，区分ごとの遮蔽設計の基
準となる線量率を満足するよう遮蔽設備を設計する。

建屋遮蔽に開口部又は貫通部があるものに対しては，遮蔽設計の基
準となる線量率を満足するよう，必要に応じ，次の放射線漏えい防
止措置を講ずる設計とする。
ａ．建屋遮蔽を貫通する搬送路，ダクト，配管については，開口部
及び貫通部が線源を直接見通さないような場所に設置する措置
ｂ．建屋遮蔽の開口部及び貫通部には，遮蔽扉，遮蔽蓋又は補助遮
蔽を設置する措置

Ⅴ-2-2 平面図及び断面図 建屋平面図において，遮蔽蓋の配置と部屋番号・部屋名称を示す。

Ⅱ-2-1　燃料加工建屋及び貯蔵容
器搬送用洞道の放射線遮蔽に関す
る計算書

「第3.-4表　遮蔽蓋の線量率計算結果」にて線源室を示す。

④ 注２

しゃへい蓋は，開閉のため繰り返し
取り扱うことから，コンクリート保
護のためステンレス鋼により被覆す
る。

-
運転上の設備保護の記載であるため，構造図で展
開する。

Ⅴ-2-5 構造図 遮蔽蓋の構造図に注記として記載する。

③ 第1.-6表
隣接部屋番号
線源室　103(貯蔵容器一時保管室)
線源室外202 (貯蔵容器受入第1室)

第二十二条　遮蔽

基本設計方針
(第1章　共通項目　7．　遮蔽)

② 個数 32 -

遮蔽設備の仕様表については，遮蔽体を個別に区
別せず，設置階ごとに同一仕様（「主要寸法」，
「材料」）のものをまとめて記載するため，個数
については建屋平面図上で展開する。

基本設計方針
(第1章　共通項目　7．　遮蔽)

　遮蔽評価上の線源の位置情報である。基本設計
方針で設計方針を示し，具体の線源の位置につい
ては添付書類で展開する。

既認可仕様表のうち他の箇所で展開する記載に係る補足

No
設工認申請書

既認可仕様表の記載項目 関連条文
他の箇所で記載すること

に対する考え方
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添付－５ 火災区域構造物及び火災区画構造物の仕様表記載例（燃料加工建屋） 

既認可の仕様表 仕様表記載例 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 
 
 

既認可の仕様表に該当なし 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

技術基準 
要求種別 主な仕様 

（詳細設計）機能要求② 

第十一条 

第二十九条

火災等によ

る損傷の防

止 

火災区域は，3 時間以上の耐火能力を

有する耐火壁として，3 時間耐火に設

計上必要な 150mm 以上の壁厚を有する

コンクリート壁や火災耐久試験により

3 時間以上の耐火能力を有する耐火壁

(耐火隔壁，耐火シール，防火扉，延

焼防止ダンパ等)，天井及び床により

隣接する他の火災区域と分離する。 

・主要寸法 

・材料 

重大事故等対処施設を設置する火災区

域は，3 時間以上の耐火能力を有する

耐火壁により隣接する他の火災区域と

分離する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補足】 

 主要寸法は，火災区域としての３時間耐火性能として必要な

壁厚さを記載する。（ ）内は公称値を記載する。（公称値は，

最小のものを記載する。） 

：仕様表記載例に展開している記載項目

22



添付－５ 火災区域構造物及び火災区画構造物の仕様表記載例（燃料加工建屋） 

既認可の仕様表 仕様表案 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

添付―５ 最初の頁に同じ 添付―５ 最初の頁に同じ 
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添付－５ 火災区域構造物及び火災区画構造物の仕様表記載例（燃料加工建屋） 

 

 

既認可の仕様表 仕様表案 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

  
 
 
 
 

 

 

 

 

添付―５ 最初の頁に同じ 

 

 

 

 

添付―５ 最初の頁に同じ 
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添付－５ 火災区域構造物及び火災区画構造物の仕様表記載例（燃料加工建屋） 

 

 

既認可の仕様表 仕様表案 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

  
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

添付―５ 最初の頁に同じ 

 

 

 

 

添付―５ 最初の頁に同じ 
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添付－５ 火災区域構造物及び火災区画構造物の仕様表記載例（燃料加工建屋） 

 

 

 

既認可の仕様表 仕様表案 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

  
 
 
 

 

 

 

 

添付―５ 最初の頁に同じ 

 

 

 

 

添付―５ 最初の頁に同じ 
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添付－５ 火災区域構造物及び火災区画構造物の仕様表記載例（燃料加工建屋） 

 

 

 

既認可の仕様表 仕様表案 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 

  
 
 
 
 

 

 

 

 

添付―５ 最初の頁に同じ 

 

 

 

 

添付―５ 最初の頁に同じ 
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添付－５ 火災区域構造物及び火災区画構造物の仕様表記載例（燃料加工建屋） 

 

 

 

既認可の仕様表 仕様表案 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 
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添付－５ 火災区域構造物及び火災区画構造物の仕様表記載例（燃料加工建屋） 

 

既認可の仕様表 仕様表案 要求事項の整理 発電炉類似設備要目表 備考 
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